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－目録 1－ 

経済経営研究目録 

( 1980 年 7 月より 2004 年 12 月まで ) 

                                Vol. No.   発行年月 

 
◇経済一般理論・実証◇        

 経済の情報化と IT の経済効果 22 ( 1 ) 2001 . 11  

 日米経済と国際競争 20 ( 4 ) 2000 . 3  

 現金収支分析の新技法 16 ( 3 ) 1995 . 11  

 日米独製造業の国際競争力比較 12 ( 1 ) 1991 . 6  

  －実質実効為替レートを利用した要因分析－        

 レーガノミックスの乗数分析 10 ( 1 ) 1989 . 5  

 為替レートのミスアラインメントと日米製造業の国際競争力 9 ( 1 ) 1988 . 7  

 貯蓄のライフ・サイクル仮説とその検証 2 ( 3 ) 1982 . 1  

 今後のエネルギー価格と成長径路の選択 1 ( 1 ) 1980 . 7  

  －期待されるエネルギーから資本への代替－        

         

◇設備投資◇       

 1990 年代の設備投資低迷の背景について 25 ( 4 ) 2004 . 12  

  －財務データを用いたパネル分析－       

 設備投資と不確実性 25 ( 2 ) 2004 . 9  

  －不可逆性・市場競争・資金制約下の投資行動－        

 大都市私鉄の運賃改定とその過程の研究 16 ( 6 ) 1996 . 1  

  －1985～1995 年－       

 大都市私鉄の運賃改定とその過程の研究 16 ( 2 ) 1995 . 11  

  －1966～1984 年－       

 大都市私鉄の運賃改定とその過程の研究 15 ( 1 ) 1994 . 12  

  －1945～1965 年－       

 大都市私鉄の投資と公的助成 14 ( 1 ) 1993 . 4  

  －地方鉄道補助法とその評価－       

 鉄道運賃・収支と設備投資 13 ( 2 ) 1992 . 7  

 大都市圏私鉄の設備投資について 12 ( 3 ) 1991 . 8  
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 －目録 2－ 

 設備投資と資金調達 11 ( 4 ) 1991 . 2  

  －連立方程式モデルによる推計－       

 土地評価とトービンの q / Multiple q の計測 10 ( 3 ) 1989 . 10  

 我が国の設備機器リース 9 ( 5 ) 1989 . 3  

  －その特性と成長要因－       

 設備の償却率について 9 ( 3 ) 1988 . 9  

  －わが国建設機械の計測例－       

 設備投資の決定要因 6 ( 5 ) 1986 . 3  

  －各理論の実証比較と VAR モデルの適用－       

 設備投資研究 ’85 6 ( 4 ) 1985 . 9  

  －主要国の設備投資とわが国における R&D 投資の構造的特色－       

 設備投資研究 ’84 5 ( 1 ) 1984 . 7  

  －変貌する研究開発投資と設備投資－       

 設備投資研究 ’82 4 ( 2 ) 1983 . 7  

  －調整過程における新たな企業行動－       

 投資促進施策の諸類型とその効果分析 4 ( 1 ) 1983 . 7  

 設備投資研究 ’81 3 ( 4 ) 1982 . 7  

  －研究開発投資の経済的効果－       

 税制と設備投資 3 ( 3 ) 1982 . 7  

  －調整費用、合理的期待形成を含む投資関数による推定－       

 時系列モデルの更新投資への適用 3 ( 2 ) 1982 . 7  

 設備投資研究 ’80 2 ( 2 ) 1981 . 7  

  －投資行動分析の新しい視角－       

        

◇金融・財政◇       

 日本企業のガバナンス構造 24 ( 1 ) 2004 . 1  

  －所有構造、メインバンク、市場競争－       

 非対称情報下の投資と資金調達 23 ( 3 ) 2003 . 2  

  －負債満期の選択－       

  －投資非効率と企業の規模－       

        



                  
 
                               Vol. No.   発行年月 

 －目録 3－ 

 メインバンク関係は企業経営の効率化に貢献したか 21 ( 1 ) 2000 . 8  

  －製造業に関する実証研究－       

 ドル・ペッグ下における金融危機と通貨危機 20 ( 3 ) 1999 . 8  

 アメリカ連邦政府の行政改革 20 ( 1 ) 1999 . 6  

  －GPRA を中心にして－       

 なぜ日本は深刻な金融危機を迎えたのか 19 ( 1 ) 1998 . 9  

  －ガバナンス構造の展望－       

 国際機関投資家の新潮流 16 ( 4 ) 1995 . 9  

 アメリカの金融制度改革における銀行隔離論 13 ( 1 ) 1992 . 6  

 メインバンクの実証分析 12 ( 4 ) 1992 . 3  

 Asset Bubble のミクロ的基礎 11 ( 3 ) 1990 . 12  

 資産価格変動とマクロ経済構造 11 ( 2 ) 1990 . 7  

 貯蓄・投資と金利機能 11 ( 1 ) 1990 . 6  

 金融構造の変化について 10 ( 2 ) 1989 . 8  

 公的部門の金融活動 9 ( 4 ) 1988 . 10  

  －米国での動きとわが国との対比－       

 クラウディング・アウトについての研究 8 ( 1 ) 1987 . 11  

  －国債発行の国内貯蓄および金融仲介への影響－       

 アメリカの金融システムの特徴と規制緩和 7 ( 1 ) 1986 . 10  

 アメリカの金融自由化と預金保険制度 6 ( 3 ) 1985 . 6  

 西ドイツの金融自由化と銀行収益および金融制度の安定 6 ( 2 ) 1985 . 7  

 西ドイツの公的金融       

  －その規模と特徴－       

 アメリカの公的金融 6 ( 1 ) 1985 . 7  

  －フェデラル・ファイナンシング・バンクと住宅金融－       

 金融市場の理論的考察 5 ( 2 ) 1984 . 7  

 債券格付に関する研究 2 ( 1 ) 1981 . 7  

 資本市場に於ける企業の資金調達 1 ( 2 ) 1980 . 10  

  －発行制度と資金コスト－       
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 －目録 4－ 

◇資源・環境◇       

 カーボンファイナンスの評価と今後の可能性           25 ( 5 ) 2004  12  

  －モンテカルロ法によるシミュレーション分析－       

 地域経済と二酸化炭素排出負荷 24 ( 4 ) 2004 . 3  

 エネルギー問題に関する理論および実証のサーベイ 1 ( 3 ) 1981 . 2  

        

◇会計・企業・財務◇       

 コーポレート・ガバナンスの世界的動向 25 ( 3 ) 2004 . 9  

 －欧米、中国・韓国における法制度を中心とする最近の展開 

ならびに「会社法制の現代化に関する要綱試案」の動向－ 
      

 コーポレート・ガバナンス改革の現状と課題 24 ( 5 ) 2004 . 3  

  －経営機構改革の具体例の検討、内部統制システム等        

  に関する考察を中心として－        

 利益の質による企業評価 24 ( 3 ) 2004 . 3  

  －利質分析の理論と基本的枠組み－                   

 企業の再生と挫折 24 ( 2 ) 2004 . 3  

  －UAL におけるターンアラウンド戦略の評価－                

 商法改正後の新しいコーポレート・ガバナンスと企業経営 23 ( 6 ) 2003 . 3  

  －社外取締役、監査役会など米国型機構、従来型機構の検討を中心として－       

 日本の製造業 23 ( 5 ) 2003 . 3  

  －長期データに基づく収益力の再検証－       

 利益操作の研究 23 ( 4 ) 2003 . 2  

  －不当な財務報告に関する考察－                   

 バブル崩壊後の企業財務の推移と課題 18 ( 3 ) 1998 . 3  

 連結決算 20 年のデータで見る日本企業の資本収益性低下 18 ( 2 ) 1998 . 3  

 日米医療 NPO（非営利組織）の経済分析 17 ( 2 ) 1997 . 3  

 企業のリストラクチャリングについて 16 ( 1 ) 1995 . 5  

 日本主要企業の資本構成 12 ( 2 ) 1991 . 7  

 企業における情報行動の分析 7 ( 2 ) 1987 . 3  

  －職場における情報行動に関する調査報告－       

 ビジネス・リスクと資本構成 3 ( 1 ) 1982 . 4  

        



                  
 
                               Vol. No.   発行年月 

 －目録 5－ 

◇産業構造・労働◇       

 技術進歩と人的資本 25 ( 1 ) 2004 . 5  

  －スキル偏向的技術進歩の実証分析－        

 我が国の半導体産業とイノベーション 23 ( 7 ) 2003 . 3  

  －イノベーション経営研究会報告書－        

 我が国製造業の打開策を探る 23 ( 2 ) 2002 . 11  

  －プロダクション・ニューパラダイム研究会報告書－       

 貿易と雇用 23 ( 1 ) 2002 . 11  

  －グローバル化の産業と地域への影響－       

 グロ－バル化と労働市場 21 ( 2 ) 2000 . 11  

  －日本の製造業のケ－ス－       

 偏向的技術進歩と日本製造業の雇用・賃金 20 ( 2 ) 1999 . 6  

  －コンピュータ投資にみる技術進歩の影響－       

 戦間期日本における農工間賃金格差 19 ( 3 ) 1998 . 12  

 日本の労働市場と失業 9 ( 2 ) 1988 . 8  

  －ミスマッチと女子労働供給の実証分析－       

 産業調整問題に関する理論および実証 3 ( 5 ) 1982 . 8  

        

◇地域政策◇       

 地域・目的別社会資本ストックの経済効果 19 ( 2 ) 1998 . 11  

  －公共投資の最適配分に関する実証的分析－       

 地域間所得移転と経済成長 18 ( 1 ) 1998 . 3  

 アジアにおける地域の国際ネットワーク化試論 17 ( 1 ) 1997 . 3  

  －ネットワークの理論的考察とその応用としてのアジア重層ネットワーク構想－       

 新しい町づくりの試みサステイナブル・コミュニティ 16 ( 5 ) 1995 . 10  

  －真のべター・クオリティ・オブ・ライフを求めて－       

 首都圏を中心としたハイテクゾーンの現状と将来 6 ( 6 ) 1986 . 3  
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